
3

9,150 Ｒ

資産形成

7

充当財源（調達源泉別

5

） 6,184,331

Ｆ

Ｓ

税収 3,435,3

＝

52

社会保険料 369

Ｄ

,589

移転収入 3,

＋

944,489

公債等

Ｅ

3,895,734

そ

資

の他の財源の調達 △8

金

,630,875

評価

7

・換算差額等 3,17

,

0,042 ← ＮＷＭよ

0

り

少数株主持分 427

2

,930 Ｔ

その他の純

3

資産 278,916,

,

085 Ｕ

開始時未分析

0

残高 278,998,

4

187

その他純資産 △

1

82,102

純資産合

Ｅ

計 292,037,4

←

98 Ｖ＝Ｒ＋Ｓ＋Ｔ＋

Ｃ

Ｕ

負債・純資産合計 4

Ｆ

35,970,880

よ

Ｗ＝Ｑ＋Ｖ

り

金融資産（資金を除く） 16,032,331 Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ

債権 7,396,376 Ａ

税等未収金 4,305,614

未収金 2,793,839

貸付金 791,257

その他の債権 88,749

(控除)貸倒引当金 △583,083

有価証券 609,594 Ｂ

投資等 8,026,361 Ｃ

出資金 87,412

基金・積立金 7,226,965

財

【

政調整基金 2,126

様

,884

減債基金 0

そ

式

の他の基金・積立金 5

第

,100,082

その

6

他の投資 711,98

号

4

２．非金融資産 41

】

2,915,507 Ｍ

平

＝Ｊ＋Ｋ＋Ｌ

事業用資

成

産 156,037,0

２

50 Ｊ＝Ｇ＋Ｈ＋Ｉ

有

２

形固定資産 144,4

年

62,358 Ｇ

土地 8

度

5,769,488

立

　

木竹 28,559

建物

小

54,457,365

田

工作物 547,213

原

機械器具 1,303,

市

669

物品 813,7

　

20

船舶 0

航空機 0

そ

連

の他の有形固定資産 1

結

,277,584

建設

貸

仮勘定 264,760

借

無形固定資産 1,34

対

6,001 Ｈ

地上権 1

照

,192,819

著作

表

権・特許権 0

ソフトウ

（

ェア 9,384

電話加

B

入権 700

のれん 0

そ

S

の他の無形固定資産 1

)

43,099

棚卸資産

（

10,228,692

平

Ｉ

インフラ資産 256

成

,876,090 Ｋ

公

2

共用財産用地 99,0

3

04,906

公共用財

年

産施設 154,256

 

,738

その他の公共

3

用財産 2,862,4

月

78

公共用財産建設仮

 

勘定 751,968

繰

3

延資産 2,368 Ｌ

資

1

産合計 435,970

日

,880 Ｎ＝Ｆ＋Ｍ

【

現

負債の部】

１．流動負

在

債 23,097,61

）

9 Ｏ

未払金及び未払費

（

用 1,598,173

単

前受金及び前受収益 4

位

,766

引当金 1,1

：

81,715

賞与引当

千

金 1,181,715

円

預り金（保管金等） 9

）

72,343

公債（短

【

期） 9,764,41

資

1

短期借入金 9,44

産

1,352

その他の流

の

動負債 134,859

部

２．非流動負債 120

】

,835,762 Ｐ

公

１

債 105,667,0

．

07

借入金 2,529

金

,159

責任準備金 0

融

引当金 10,758,

資

915

退職給付引当金

産

10,669,465

2

その他の引当金 89,

3

450

負ののれん 0

そ

,

の他の非流動負債 1,

0

880,683

負債合

5

計 143,933,3

5

82 Ｑ＝Ｏ＋Ｐ

【純資

,

産の部】

財源 6,50



（

２．財務的収入 16,

単

573,489 ＡＢ＝

位

Ｙ＋Ｚ＋ＡＡ

①公債発

：

行収入 9,197,8

千

30 Ｙ

公債（短期）発

円

行収入 0

公債発行収入

）

9,197,830

②

【

借入金収入 7,422

経

,313 Ｚ

短期借入金

常

収入 7,422,31

的

3

借入金収入 0

③その

収

他の財務的収入 △46

支

,654 ＡＡ

財務的収

区

支 △9,092,77

分

3 ＡＣ＝ＡＢ－Ｘ

当期

】

資金収支額 62,53

Ⅰ

6 ＡＤ＝Ｕ＋ＡＣ

期首

．

資金残高 6,960,

経

506 ＡＥ

期末資金残

常

高 7,023,041

的

ＡＦ＝ＡＤ＋ＡＥ → Ｂ

収

Ｓへ

支

１．経常的支出 99,377,595 Ｃ＝Ａ＋Ｂ

①経常業務費用支出 47,954,092 Ａ

人件費支出 20,418,330

物件費支出 8,020,735

経費支出 9,837,748

業務関連費用支出（財務的支出を除く） 9,677,279

②移転支出 51,423,502 Ｂ

他会計への移転支出 0

補助金等移転支出 37,143,659

社会保障関係費等移転支出 13,973,957

その他の移転支出 305,886

２．経常的収入 112,751,

【

700 Ｈ＝Ｄ＋Ｅ＋Ｆ

様

＋Ｇ

①租税収入 34,

式

885,355 Ｄ

②社

第

会保険料収入 9,04

9

9,687 Ｅ

③経常業

号

務収益収入 31,89

】

9,826 Ｆ

経常収益

平

収入 31,284,4

成

58

業務関連収益収入

２

615,371

④移転

２

収入 36,916,8

年

32 Ｇ

他会計からの移

度

転収入 0

補助金等移転

　

収入 24,059,9

小

27

その他の移転収入

田

12,856,905

原

経常的収支 13,37

市

4,108 Ｉ＝Ｈ－Ｃ

　

【資本的収支区分】

Ⅱ

連

．資本的収支

１．資本

結

的支出 5,742,8

資

88 Ｎ＝Ｊ＋Ｋ＋Ｌ＋

金

Ｍ

①固定資産形成支出

収

3,603,820 Ｊ

支

②長期金融資産形成支

計

出 1,548,937

算

Ｋ

③連結の範囲の変更

書

を伴う出資・出捐支出

（

0 Ｌ

④その他の資本形

C

成支出 590,131

F

Ｍ

２．資本的収入 1,

)

524,089 Ｓ＝Ｏ

【

＋Ｐ＋Ｑ＋Ｒ

①固定資

3

産売却収入 170,9

区

97 Ｏ

②長期金融資産

分

償還収入 762,96

形

3 Ｐ

③連結の範囲の変

式

更を伴う出資・出捐償

】

還収入 0 Ｑ

④その他の

（

資本処分収入 590,

自

131 Ｒ

資本的収支 △

平

4,218,797 Ｔ

成

＝Ｓ－Ｎ

基礎的財政収

２

支 9,155,30

２

9 Ｕ＝Ｉ＋Ｔ

【財務的

年

収支区分】

Ⅲ．財務的

　

収支

１．財務的支出 2

４

5,666,261 Ｘ

月

＝Ｖ＋Ｗ

①支払利息支

　

出 3,351,025

１

Ｖ

公債費（利払分）支

日

出 3,218,650

 

借入金支払利息支出 1

至

32,375

②元本償

平

還支出 22,315,

成

236 Ｗ

公債費（元本

２

分）支出 13,763

３

,224

公債（短期）

年

元本償還支出 13,7

　

63,224

公債元本

３

償還支出 0

借入金元本

月

償還支出 8,026,

　

613

短期借入金元本

３

償還支出 0

借入金元本

１

償還支出 8,026,

日

613

その他の元本償

）

還支出 525,399



7,234 9,707,234 9,707,234

③移転収入 36,953,936 36,953,936 36,953,936

他会計からの移転収入 5,789 5,789 5,789

補助金等移転収入 24,054,138 24,054,138 24,054,138

国庫支出金 17,830,401 17,830,401 17,830,401

都道府県等支出金 6,230,419 6,230,419 6,230,419

市町村等支出金 △6,683 △6,683 △6,683

その他の移転収入 12,894,010 12,894,010 12,894,010

④その他の財源の調達 9,779,178 9,779,178 9,779,178

固定資産売却収入（元本分） 187,283 187,283 187,283

長期金融資産償還収入（元本分） 155,134 155,134 155,134

その他財源調達 9,436,760 9,436,760 9,436,760

Ⅱ．資産形成充当財源変動の部 421,219 150,000 1,193,865 1,087,818 △4,211,950 2,371 △1,356,677 △1,356,677

１．固定資産の変動 421,219 0 1,192,1

【

02 1,087,81

様

8 △5,027,88

式

5 △2,326,74

第

5 △2,326,74

8

5

①固定資産の減少 0

号

0 0 0 △10,203

】

,150 △10,20

平

3,150 △10,2

成

03,150

減価償却

２

費・直接資本減耗相当

２

額 0 0 0 0 △9,43

年

6,760 △9,43

度

6,760 △9,43

　

6,760

除売却相当

小

額 0 0 0 0 △766,

田

389 △766,38

原

9 △766,389

②

市

固定資産の増加 421

　

,219 0 1,192

連

,102 1,087,

結

818 5,175,2

純

66 7,876,40

資

5 7,876,405

産

固定資産形成 421,

変

219 0 1,192,

動

102 1,087,8

計

18 1,142,15

算

1 3,843,291

書

3,843,291

無

（

償所管換等 0 0 0 0 4

N

,033,115 4,

W

033,115 4,0

M

33,115

２．長期

）

金融資産の変動 0 15

（

0,000 1,762

自

0 815,935 96

平

7,697 967,6

成

97

①長期金融資産の

２

減少 0 0 0 0 △155

２

,234 △155,2

年

34 △155,234

　

②長期金融資産の増加

４

0 150,000 1,

月

762 0 971,16

　

9 1,122,932

１

1,122,932

３

日

．評価・換算差額等の

 

変動 2,371 2,3

至

71 2,371

①評価

平

・換算差額等の減少 △

成

1,214 △1,21

２

4 △1,214

再評価

３

損 △1,214 △1,

年

214 △1,214

そ

　

の他評価額等減少 0 0

３

0

②評価・換算差額等

月

の増加 3,585 3,

　

585 3,585

再評

３

価益 3,585 3,5

１

85 3,585

その他

日

評価額等増加 0 0 0

Ⅲ

）

．少数株主持分変動の

（

部 0 0

１．少数株主持

単

分の減少 0 0

２．少数

位

株主持分の増加 0 0

Ⅳ

：

．その他の純資産変動

千

の部 0 △37,995

円

△37,995 △37

）

,995

１．開始時未

財

分析残高 0 0 0

２．そ

源

の他純資産の変動 △3

財

7,995 △37,9

源

95 △37,995

そ

合

の他純資産の減少 △3

計

7,995 △37,9

資

95 △37,995

そ

産

の他純資産の増加 0 0

形

0

当期変動額合計 7,

成

111,788 △1,

充

087,818 6,0

当

23,970 421,

財

219 150,000

源

1,193,865 1

資

,087,818 △4

産

,211,950 2,

形

371 △1,356,

成

677 0 0 △37,9

充

95 △37,995 4

当

,629,299

当期

少

末残高 10,404,

数

885 △3,895,

株

734 6,509,1

主

50 3,435,35

そ

2 369,589 3,

の

944,489 3,8

他

95,734 △8,6

の

30,875 3,17

純

0,042 6,184

資

,331 427,93

産

0 278,998,1

そ

87 △82,102 2

の

78,916,085

他

292,037,49

の

8

純
純資産合計

財源余剰
未実現財源

税収 社会保険料 移転収入 公債等
その他の 評価・換算 開始時未

その他純資産財源合計 持分合計 資産合計
消費 財源の調達 差額等 分析残高

前期末残高 3,293,097 △2,807,916 485,181 3,014,133 219,589 2,750,624 2,807,916 △4,418,926 3,167,670 7,541,007 427,930 278,998,187 △44,106 278,954,081 287,408,199

当期変動額

Ⅰ．財源変動の部 7,111,788 △1,087,818 6,023,970 6,023,970

１．財源の使途 △84,380,946 △1,087,818 △85,468,764 △85,468,764

①純経常費用への財源措置 △74,187,153 0 △74,187,153 △74,187,153

②固定資産形成への財源措置 △2,755,472 △1,087,818 △3,843,291 △3,843,291

事業用資産形成への財源措置 △603,480 △246,302 △849,782 △849,782

インフラ資産形成への財源措置 △2,151,993 △841,516 △2,993,509 △2,993,509

③長期金融資産形成への財源措置 △1,122,932 0 △1,122,932 △1,122,932

④その他の財源の使途 △6,315,389 0 △6,315,389 △6,315,389

直接資本減耗 △6,213,823 0 △6,213,823 △6,213,823

その他財源措置 △101,566 0 △101,566 △101,566

２．財源の調達 91,492,734 91,492,734 91,492,734

①税収 35,052,386 35,052,386 35,052,386

②社会保険料 9,70



費用 55,249,087 Ｅ＝Ａ+Ｂ+Ｃ+Ｄ

①人件費 20,008,193 Ａ

議員歳費 153,769

職員給料 10,935,060

賞与引当金繰入 909,915

退職給付費用 980,110

その他の人件費 7,029

【

,340

②物件費 11

様

,670,246 Ｂ

消

式

耗品費 1,099,2

第

49

維持補修費 2,1

7

74,031

減価償却

号

費 3,748,337

】

その他の物件費 4,6

平

48,631

③経費 1

成

0,375,705 Ｃ

２

業務費 65,958

委

２

託費 7,453,52

年

8

貸倒引当金繰入 55

度

6,329

その他の経

　

費 2,299,892

小

④業務関連費用 13,

田

194,940 Ｄ

公債

原

費（利払分） 3,21

市

8,650

借入金支払

　

利息 130,014

資

連

産売却損 64,028

結

のれん償却額 0

その他

行

の業務関連費用 9,7

政

82,248

２．移転

コ

支出 51,423,5

ス

02 Ｆ

①他会計への移

ト

転支出 0

②補助金等移

計

転支出 37,143,

算

659

③社会保障関係

書

費等移転支出 13,9

（

73,957

④その他

P

の移転支出 305,8

L

86

経常費用合計（総

）

行政コスト） 106,

（

672,590 Ｇ＝Ｅ

自

+Ｆ

【経常収益】

経常

平

業務収益 32,485

成

,439 Ｊ＝Ｈ+Ｉ

①

２

業務収益 31,775

２

,381 Ｈ

自己収入 3

年

1,561,645

そ

　

の他の業務収益 213

４

,738

②業務関連収

月

益 710,056 Ｉ

受

　

取利息等 13,922

１

資産売却益 76,20

日

7

負ののれん償却額 0

 

その他の業務関連収益

至

619,927

経常収

平

益合計 32,485,

成

439 Ｋ＝Ｊ

【少数株

２

主利益（または少数株

３

主損失）】 0 Ｌ

純経常

年

費用（純行政コスト）

　

△74,187,15

３

3 Ｍ＝(Ｋ-Ｇ)-Ｌ

月

→ ＮＷＭへ

　３１日）

（単位：千円）

【経常費用】

１．経常業務


